大阪産業経済リサーチセンター，2023年12月

	経済情勢トピックス
≪百貨店及びスーパーにおける販売額・商品別の販売動向≫


	　新型コロナウイルスの感染者数の増加に伴い、外出自粛や中食需要の高まりなど消費の様相は、変化が見られた
。
2023（令和５）年５月に新型コロナウイルス感染症の位置づけが「５類感染症」に移行したことを受け、新型コロナウイルスのまん延前後の百貨店及びスーパーにおける販売額の推移や商品別の販売動向を「消費動態統計」等からみる。


１．百貨店における販売額の変化

府内百貨店の販売額の推移は、2019年までは9000億円台後半で推移していたものの、新型コロナウイルスの感染者増加に伴う休業要請等の影響が出た2020年には前年比の７割程度まで落ち込んだ。その後、回復傾向にあるものの、いまだ新型コロナウイルス感染症の拡大前である2019年の水準には至っていない（図１）。
図１　大阪府内百貨店の販売額
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出所：近畿経済産業局 「百貨店・スーパー販売状況」
新型コロナウイルス感染症拡大前には活発であったインバウンド消費を免税売上で見てみると、2019年４月には売上高指数が2013年４月比で1419.6を記録していたものの、2020年２月には前年同月比-71.9％と大幅に落ち込んだ（図２）。海外渡航者の入国制限の拡大に伴い、2020年４月には売上高指数は、15.9と最も低下した。2022年７月に免税売上が2020年２月の水準まで回復したが、インバウンド消費は２年以上低迷したとみられ、百貨店の販売額低下に大いに影響を及ぼした。
図２　大阪府内の百貨店における免税売上高
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出所：日本銀行大阪支店 「百貨店免税売上（関西地域）」
２．百貨店における商品別の販売動向
　次に、府内百貨店における商品別の販売動向をみる。2018年から2022年の間において、2020年と2021年は飲食料品の構成比が拡大している（図３）。
これは、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の発令により外出需要が抑えられ、衣料品や身の回り品の販売額が落ち込んだ一方で、相対的に中食等の需要が高まった飲食料品の販売額が伸びたためであるとみられる。
図３　商品別構成比
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出所：経済産業省 「商業動態統計」
　身の回り品は、2020年に最も構成比が縮小したものの、その後は年を追うごとに構成比が拡大した。販売額でみてみると、2022年はコロナ前の2018年及び2019年の販売額を上回っている（図４）。
図４　商品別販売額（身の回り品）
[image: image4.emf]（単位：百万円）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

身の回り品 145,952 143,868 98,574 109,714 151,645


出所：経済産業省 「商業動態統計」
ラグジュアリー商品の売れ行きが好調であったことのほか、緊急事態宣言やまん延防止重点措置による外出規制の反動や旅行支援によって国内旅行の需要が喚起されたこともあり、販売額が伸長したとみられる。
衣料品に関しては、販売額は2020年以降、年々拡大しているものの構成比の変化は大きくない（図５，６）。構成比の内訳をみると、婦人服・子供服・洋品は拡大傾向にある一方で、紳士服・洋品は販売額の戻りが弱く、構成比の回復も遅い。
図５　商品別販売額（衣料品）
[image: image5.emf]（単位：百万円）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

衣料品 269,824 267,609 176,905 184,706 228,706


出所：経済産業省 「商業動態統計」
図６　商品別構成比（衣料品）
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出所：経済産業省 「商業動態統計」
３．スーパーにおける販売額の変化
府内スーパーの販売額の推移は、2018年から2022年にかけて、8,500億円から8,800億円の範囲で推移している。なお、2019年は、暖冬や梅雨寒の影響による食料品の需要減退や野菜の相場安、季節商材の不調など複数のマイナス要因が作用し、販売額が大きく落ち込んだと考えられる
。
一方で、2020年は新型コロナウイルスの感染者増加に伴い、新型インフルエンザ特措法による緊急事態宣言等で外出自粛要請が出されたことが影響した。飲食店の休業や営業時間短縮が要請されたことに伴い、中食需要が高まり、府内スーパーの飲食料品の販売額は前年比で9.6％増となった。
2021年のスーパー販売額は、飲食料品の販売額が前年と同程度であったこともあり、前年比-1.8％減となった。　
2022年も全体の販売額は、2021年と同程度の水準で推移している（図７）。
図７　大阪府内スーパーの販売額
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出所：近畿経済産業局 「百貨店・スーパー販売状況」
４．スーパーにおける商品別の販売動向
　続いて、府内スーパーにおける商品別の販売動向をみる。2018年から2022年の間において、衣料品の構成比が年々縮小し、2020年以降は飲食料品の構成比が拡大した（図８）。
図８　商品別構成比
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出所：経済産業省 「商業動態統計」
飲食料品の構成比が拡大した背景には、百貨店同様、外出自粛に伴った衣料品の需要減退の一方で、相対的に中食等の需要があった飲食料品の販売額が増加したため、その構成比が拡大したとみられる。
図９　商品別販売額（衣料品、飲食料品）
[image: image9.emf]（単位：百万円）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

衣料品 57,865 54,187 38,661 34,531 35,370

飲食料品 631,621 625,057 684,831 686,073 682,458


出所：経済産業省 「商業動態統計」
（松島　旬紀）
� 久我 尚子（2020）「年代別に見たコロナ禍の行動・意識の特徴～食生活編－若いほど外食再開の一方でオンライン飲み会にも積極的、共働き・子育て世帯で中食需要増」


� HYPERLINK "https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=66358?site=nli" �https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=66358?site=nli�
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